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レル商品、高級ブランド品、生鮮野

菜、加工食品

・業務

在庫管理、商品管理、物流管理

・場所

店舗、倉庫、駅、空港

・輸送手段

トラック、航空機

・輸送対象

パレット、コンテナ

したがって、商品、業務、場所、

輸送手段、輸送対象を管理する共通

的なしくみを実現すれば、これらの

紹介し、電子タグの有効性や課題に

ついて具体的に考察する。

日本における主な電子タグ実験を

挙げてみると表1のようになる。お

もに物流の効率化という観点から企

業による実証実験が 2003年から盛

んに行われていることがわかる。こ

れらの実験の共通点を整理してみる

と次のようになる。

・商品

革製小物や靴、スニーカー、アパ

電子タグの取り組みがほとんど毎

日のように新聞やインターネット上

のオンラインニュースで紹介され大

きな注目を集めるようになってきた。

一年前は想像もできなかったことだ。

電子タグ・プラットフォームでは、

前回紹介したように、商品のサプラ

イ・チェーン上で複数のプレイヤが

商品に付与された電子タグを用いて

商品情報を共同利用できる[1][2][3][4][5]。

今回は、NTTデータが取組んでいる

電子タグを用いた実証実験の事例を
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物流の効率化という観点から、複数企業での実証実験が昨年から盛んに行われている。�

実施時期�タグ付与対象�対象業務�企業・団体�

日本貨物鉄道�

コンバースジャパン� 倉庫と店舗におけるスニーカー�
の在庫管理�

スニーカー� 2003年4月から約1年間�

日本航空� 空港の倉庫における国際輸�
入貨物の管理�

貨物の保管／配送に使うパレッ�
トと倉庫内�

2003年2月に開始�

バリージャパン� 倉庫から店舗への物流管理�
や店舗における商品の管理�

革製小物や靴、アパレル商品�2003年4月から約1年間�

マルエツ� 店舗における商品の管理� 生鮮食品や加工食品、日用雑�
貨など�

2003年1月から約1年間�

三井物産� 倉庫から店舗への物流管理�
や店舗における高級ブラン�
ド品の管理�

高級ブランド品� 2003年7月に開始�

駅構内における貨物コンテナ�
の管理�

貨物コンテナやトラック、貨�
車など�

2004年1月から順次導入�

よこすか葉山農業協同�
組合と京急ストア�

食品のトレーサビリティ� 生鮮野菜� 2004年1月から店舗実験開始�

凸版印刷、住金物産� 商品の在庫管理、仕分け� アパレル商品� 2003年12月に開始�

三越、三陽商会� 納品時検品、売上管理� アパレル商品� 2004年1月下旬から開始�

伊勢丹、オンワード樫山�納品作業、棚卸しなど� アパレル商品� 2004年2月に実施�

首都圏コープ事業連合� 販売管理� 加工食品� 2004年2月に実施�

表1 最近のICタグ実証実験

主要な電子タグの実証実験



さまざまな電子タグ物流サービスを

統一的かつ経済的に構築できる可能

性があるということになる。

NTTデータが取り組んでいる電

子タグの活用事例の中から、食品ト

レーサビリティ、農産物トレーサビ

リティ、手ぶら旅行の３つについて

紹介する。

◆活用事例1：食品トレーサビリ

ティ[6][7][8][9]

NTT データでは、前回紹介した

電子タグ・プラットフォームを実現

し、2003年９月から２ヶ月間にわ

たって、マルエツ・丸紅・食品メー

カ・卸売業者・ハードベンダなど

34社が参加する実証実験を行った。

この実験では、製造～販売まで完

全なサプライ・チェーンを構成する

ことにより、次の３つのフェーズに

分けて段階的に実験を進めた。

フェーズ1：9/24～26：物流にお

ける作業効率について検証

フェーズ2：10/6～11/23：生産者

から店舗までのトレーサビリテ

ィ、店舗における作業効率、消費

者の受容性について検証

フェーズ3：11月：UHF帯での電

子タグの有効性の検証

マルエツ潮見店にて実施した、フ

ェーズ 1、2では約４万３千枚の電

子タグを赤いシールの形状に加工す

ることにより 30種類の生鮮食品と

47種類の加工食品に付与しておき、

商品を購入する際に、その商品のも

つ様々な情報を店頭端末で参照でき

るサービスを提供した。電子タグが

付いた赤いシールを「情報満載シー

ル」と呼んでいる[9]。この情報満載

シールを貼った商品を電子タグのリ

ーダーを内蔵する店頭端末にかざす

と、ディスプレイで原産地、調理方

法等の情報を見ることができる。情

報満載シールは店内のサービスカウ

ンター、リサイクルボックスで回収

するか、もしくは燃えないゴミとし

て廃棄することにした。

電子タグの付いた商品は、売り上

げが倍増したという報告もある[7][8]。

情報満載シールを貼ったインスタン

ト・スープやヨーグルトなど 77品

目の食品の平均販売数は１週間当た

り 1490個だった。これに対して潮

見店と規模や立地などの条件が類似

した３店舗の平均販売数は704個だ

った。この結果を比較すればわかる

ように電子タグを導入したことによ

り、商品の販売数が倍増したことに

なる。ただし、この結果は単純に

「電子タグのおかげ」とは言えない

という意見もある。たとえば電子タ

グを付けた商品を消費者に目立つよ

うに陳列していたことも影響したか

もしれない。

タグの付いた商品を購入されたお

客様の約10％、１週間で1400人が、

実際に店頭設置された端末を使って

商品情報を閲覧した。どのような商

品情報が求められているのかをアン

ケートで確認したところ、肉の部位

に応じたレシピが欲しいことやレシ

ピの内容を毎週変えて欲しいことな

ど、商品情報について消費者の意識

が非常に高いことがわかった。消費

者が要望する商品情報の順位を示す

と次のようになっている。

①生産地・生産方法

②安全情報・農薬など

③生産環境・企業情報

④賞味期限

⑤レシピ

⑥調理や保存方法

⑦キャンペーン情報

⑧栄養・健康情報

⑨コマーシャル

またサービスを実際に利用された

お客様からは、従来は詳細な商品情

報が分からなかったので、安全性に

疑問があり食べてみたいけれども買

うのは差し控えていたが、実際に安

心できる商品であることが、店頭端

末に提示される商品情報から確認で

きるので「１回買って食べてみよう」

といったように、購入に際して情報

が増えた分だけ前向きになったとい

うご意見も寄せられている。

フェーズ3ではUHF帯（953MHz）

の電子タグを利用して比較的長距離

（最大9.5メートル程度）における複

数タグの同時読み取りを検証した。

実験場所は物流センターの２拠点と

マルエツの潮見店である。物流セン

ターの倉庫の入り口にゲート型のリ

ーダーを設置、複数のダンボール箱

につけたそれぞれの電子タグの ID

を読むことができることを確認し

た。また電子タグを付与した商品を
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生まれるしくみを実現している点で

ある。以下では、NTTデータの電

子タグ・プラットフォームと、標準

化が進むユビキタス ID技術を活用

したユビキタス農協デモシステムに

ついて紹介しよう。

このデモシステムでは、次世代ユ

ビキタス端末・情報検索プロトコル

などのユビキタス ID技術や、日立

様のμチップ等を利用している。こ

のユビキタス農協デモシステムは

TRONSHOW2003や IC Card

World2004等にも出展している。

まずucodeアドレス解決サーバで

は、ユビキタス IDセンターによる

ucodeRP（Resolution Protocol）処

理を実現し、ucodeアドレスデータ

ベースを用いてucodeに対する情報

サーバのアドレスを解決する。

次に解決されたucodeアドレスを

キーとして商品情報の検索、参照、

更新を行う。このとき電子タグ・プ

ラットフォームにより商品情報のア

クセス管理機能を提供することで、

商品情報の所有者に応じた情報アク

セス管理やフィルタリングを実現し

ておりセキュリティ対策を強化して

いる。これによって農協/運送業者/

店舗/消費者などのプレイヤごとに

ucodeに基づく商品情報の検索、参

照、更新を安全に実現している。

ユビキタス農協では生産情報を入

力する。運送業者や店舗では流通情

報や価格情報などを入力する。

◆活用事例3：手ぶら旅行[10][11]

[12]

電子タグの活用例として、国土交

通省によるeエアポートの実証実験

がある。たとえば、将来は空港手荷

物を自宅近くのコンビニから旅先の

ニューヨークのホテルまで届けるこ

とが実現できるようになる。手荷物

に関する情報を管理するのではな

く、電子タグを使うことで、手荷物

を旅先まで送り届ける処理プロセス

を管理することができるようになる

だろう。

国土交通省による国際空港の IT

化を先導する「e-エアポートプロジ

ェクト」の一環として、2003年１

月から３月に新東京国際空港公団、

日本航空、NTTドコモ等の協力の

もとで、空港における「e-チェック

イン」についての実証実験が行われ

た。この実験の狙いはバイオ認証や

RFID技術（非接触型ICチップなど、

無線通信により非接触でデータ認識

を行う技術）等をキーに、旅行会

社・航空会社・空港・出入国管理機

関を通したプロセスの効率化と、旅

行者の「手ぶら旅行」を実現するこ

とである。

2006年度の実用化を目指して

2003年７月に「次世代空港システム

技術研究組合」が設立された［10］。

次世代空港システム技術研究組合に

は、新東京国際空港公団、日本航空、

全日空のほか、NTTデータ、佐川

急便、福山通運、JALエービーシ

ー、新東京旅客サービス、大日本印

刷、オムロンなど現在 66社が参画

している。2004年３月～８月の約

半年間にわたって、成田空港で“手

ぶら旅行”の試行運用を行う予定で

ある。またe-タグ（RFID）認識技

プラスチック製のケースに収納して

おき、コンベアで搬送するときに、

コンベアの途中に配置したゲート型

のリーダーでも電子タグの一括読み

取りができることを確認した。店舗

では電子タグを付けた複数の商品を

買い物かごに入れておき、レジに設

置したリーダーで一括読み取りがで

きることを確認した。

この実証実験の特徴は、前回紹介

した電子タグのプラットフォームを

適用して情報センタを構築し、イン

ターネットでプレイヤ企業の情報端

末や電子タグのリーダーを接続する

ことにより安全に商品情報を流通で

きること、製造から販売まで完全な

サプライチェーンを構成したこと、

牛肉や野菜などの生鮮食品だけでな

くコーヒーやレトルト食品などの加

工食品も含めて複数の企業と消費者

が参加したことである。

◆活用事例2：農産物トレーサビ

リティ

東京大学の坂村教授が推進する

「ユビキタスIDセンター」では、葉

山農協と京急ストアを実験フィール

ドとした電子タグを利用する食品ト

レーサビリティ実験がある。NTT

データでも実験システムの開発を実

施させて頂いている。この実験の特

徴は、キャベツや大根等の生鮮野菜

に電子タグをつけ、流通プロセスの

みでなく、生産者への生産方法ガイ

ダンスや生産情報入力といった生産

プロセスもシステム化することで、

全ての実験参加プレイヤ（特に生産

者などの情報入力者）にメリットが
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術検証試験が 2004年４月から９月

のやはり半年間にわたって予定され

ている。

手ぶら旅行の流れはこうなってい

る。まず成田発国際便に予約を済ま

せてから手ぶら旅行を希望すること

を空港宅配会社へ申込む。宅配会社

が手荷物の集荷に来て手荷物にe-タ

グが取り付けられる。手ぶら旅行荷

物検索Webサイトで、手荷物の搬

送状況を確認できる。成田空港に配

送された手荷物をセキュリティ検

査、 チェックインまで一時保管す

る。チェックインが確認されると手

荷物が搭乗便に搭載され、到着空港

のターンテーブルで手荷物を引き取

ることができる。

e-タグ（RFID）認識技術検証試

験では成田空港と海外空港でe-タグ

バゲージ（航空手荷物タグにe-タグ

を添付したタグ）の認識率を検証す

る。目標としているe-タグバゲージ

の個数は20万個である。

さてこれらの実験の結果などから

考えてみると、ユビキタス社会で情

報をどのように扱うべきかというこ

とについて、次のようなことに気づ

くだろう（図１）。

まず第一に、消費者モニターの方

の意見では、消費者は電子タグを通

じて得られた情報によって、生活が

より便利になっていくことを実感し

ている。今まで簡単には得られなか

った情報が得られるようになること

で、商品を選ぶ際の参考にしたり、

メニューを考えたりする時の助けに

なることが確認できたのである。

しかし、このような便利さをさら

に増進させていくためには、消費者

にとってメリットとなる情報を提供

することが必要である。

消費者にとってあまり意味のない

情報までも提供してしまうことは、

情報の洪水の中に消費者を突き落と

してしまうことになりかねず、メリ

ットが感じられなくなるおそれがあ

るだろう。

第二に、消費者それぞれが自分の

知りたいと思っている情報を入手で

きるように、それぞれの消費者に合

った情報の内容、要求される知識レ

ベルに違いをつけていくことが必要

である。これは第一のメリットの話

とも関係するが、多くの情報をただ

提供するのではなく、それぞれの消

費者に合わせて使い勝手のよい情報

を提供する、そのように情報を扱っ

ていくことこそがデジタル ID社会

での利用者メリットにつながるに違

いない。

また、セキュリティやプライバシ

ー保護といった問題も情報を扱う上

で考えていかなければならない。デ

ジタル ID社会でも、やはり企業活

動は社会に大きな影響を与えるもの

になるが、電子タグを通じて収集し

た顧客情報を企業は責任を持って管

理していくことが重要である。特に

技術開発や制度の運用の側面でも企

業が果たすべき社会的責任を明確に

認識していく必要があるだろう。

電子タグについては、今回紹介し

たように実証実験ということで、さ

まざまな取組みが始まっている。そ

うしたところでは、実際にどういう

メリットがあって、どこまでできて

いるのか、何ができるのかなど課題

を抽出している段階だ。たとえば食

品トレーサビリティで取り組んだ課

題を示すと図２のようになる。この

ような地道な取組みを進めるととも

に、そこで得られた情報に基づいて

電子タグの仕組みにフィードバック

をかけていく必要がある。可能な限

り多くの環境で標準化を推進してい

くことが課題の解決の近道ではない

だろうか。中国や韓国などアジアの
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図1 ユビキタス社会で、情報をどのように扱うべきか
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いという意見がたくさんあった。し

かしインタ－ネットがビジネスと関

係ないという人は今ではいない。そ

れと今同じ状況が電子タグについて

も5年後には出てくるのではないだ

ろうか。

NTTデータでは、電子タグを利

用した実証実験や電子タグ・プラッ

トフォームの標準化対応などを通じ

て電子タグを利用した社会インフラ

の構築やマーケットの創出を推進し

ていく。今後もこれらの技術やソリ

ューションを実証実験等へ適用し、

実用性などの点について検証して行

く予定である。現時点では決済につ

いては実施していないが，今後連携

する実験をすすめていく予定であ

る。
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なかでもこれから電子タグ技術に対

しての取組みも着々と進んでいくだ

ろう。筆者も今年の４月 22日に北

京で坂村教授とともに ITトレンド

2004という IDG中国の主催する会

議で電子タグの取組みを紹介した

が、1200名を越える参加者が集ま

るなど大変盛況であった。今年は中

国でも間違いなく電子タグの実証実

験が始まっていくだろう。

電子タグのような新しい技術には

課題がたくさんあって実用化は困難

だと受け取るのではなく、新たな研

究テ－マが見つかり、実り多い研究

領域が開拓され、そこで新たなビジ

ネスが生まれると考えていくことが

必要だ。実は電子タグの置かれた状

況はインタ－ネットが登場したとき

と非常に良く似ていると思っている

人も多いのではないだろうか。日本

でのインタ－ネットの技術開発が始

まった 90年代の始めの頃はイン

タ－ネットなんてビジネスにならな
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